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１.当四半期決算に関する定性的情報 
  
(1)連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間における連結経営成績につきましては、経常収益は、国債等債券売却益

の増加によるその他業務収益の増加などにより、前第３四半期連結累計期間比75億84百万円増加して

685億41百万円となりました。 

 また経常費用は、国債等債券売却損の増加によるその他業務費用の増加などにより、前第３四半期

連結累計期間比104億52百万円増加して520億74百万円となりました。 

この結果、経常利益は、前第３四半期連結累計期間比28億67百万円減少して164億67百万円となり、

親会社株主に帰属する四半期純利益は、前第３四半期連結累計期間比25億96百万円減少して96億５百

万円となりました。 
 

(2)連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期の財政状態につきましては、総資産は、現金預け金の増加などにより、前連結会計年

度末比2,879億円増加して５兆75億円となりました。また負債は、借用金の増加などにより、前連結会

計年度末比2,753億円増加して４兆7,130億円となりました。 

 なお純資産は、前連結会計年度末比125億円増加して2,945億円となりました。 
 

(3)連結業績予想に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は、平成28年11月８日に公表した

平成29年３月期通期の業績予想を上回っておりますが、今後の金融経済環境の動向により有価証券関

係損益及び不良債権処理費用が変動する可能性があることから、現時点において業績予想の修正はあ

りません。 

 

 

２.サマリー情報（注記事項）に関する事項 
  
 (1)四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

（税金費用の処理） 

 当行及び連結子会社の税金費用は、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純 

利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税 

率を乗じることにより算定しております。 

 

 (2)会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（会計方針の変更） 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」

（実務対応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微で

あります。 

 

(3)追加情報 

（「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28

日）を第１四半期連結会計期間から適用しております。 
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(３) 継続企業の前提に関する注記 

    該当事項はありません。 

 

(４) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

    該当事項はありません。 

 

(５) 企業結合等関係  

  共通支配下の取引等 

子会社株式の追加取得 

 

１ 取引の概要 
(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容 

株式会社百十四ディーシーカード（クレジットカード業務）  
株式会社西日本ジェーシービーカード（クレジットカード業務） 

(2)企業結合日 
平成28年11月１日  

(3)企業結合の法的形式 
非支配株主からの株式取得  

(4)結合後企業の名称 
変更ありません。 

(5)その他取引の概要に関する事項 
ガバナンスの強化及びグループ経営の強化を目的に、非支配株主が保有する株式の一部を取得 

したものであります。 
 

２ 実施した会計処理の概要 
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）及び「企業結合会計基 
準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成25年９月13日）
に基づき、共通支配下の取引等のうち、非支配株主との取引として処理しております。 

 

３ 子会社株式の追加取得に関する事項 
被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳 
取得の対価  現金預け金   217百万円 
取得原価           217百万円 

 
４ 非支配株主との取引に係る当行の持分変動に関する事項 
(1)資本剰余金の主な変動要因 

子会社株式の追加取得 
(2)非支配株主との取引によって増加した資本剰余金の金額 

280 百万円 
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平成 29 年３月期第３四半期決算 補足説明資料 

１．平成 29 年３月期第３四半期累計期間の損益状況（単体） 

（単位：百万円） 

前第３四半期 

累計期間（Ａ） 

(平成 27 年４月１日～ 

平成 27 年 12 月 31 日）

当第３四半期 

累計期間（Ｂ） 

(平成28年４月１日～

平成28年12月31日）

前第３四半期 

累計期間比 

増減額 

(Ｂ) － (Ａ) 

前第３四半期 

累計期間比 

増減率 

(％) 

平成 29 年３月期

通期予想 

経 常 収 益 54,870 62,295 7,425 13.5 77,700 

コア業務粗利益 ① 40,751 37,969 △ 2,782 △ 6.8

資 金 利 益 35,276 32,906 △ 2,370 △ 6.7

役務取引等利益 4,241 4,161 △ 80 △ 1.9

その他業務利益(除く債券関係損益) 1,232 901 △ 331 △ 26.9

経 費 ② 27,880 27,838 △ 42 △ 0.2

コ ア 業 務 純 益 ①－② 12,870 10,131 △ 2,739 △ 21.3

債 券 関 係 損 益 ③ 4,119 2,760 △ 1,359 △ 33.0

実 質 業 務 純 益 ①－②＋③ 16,990 12,892 △ 4,098 △ 24.1 15,200 

一般貸倒引当金繰入額 ④ 316 △ 30 △ 346 － 

業 務 純 益  ①－②＋③－④  16,674 12,922 △ 3,752 △ 22.5

臨 時 損 益 1,224 1,838 614 50.2 

うち 不良債権処理費用 ⑤ 1,705 984 △ 721 △ 42.3

うち 償却債権取立益 ⑥ 866 954 88 10.2 

うち 株式等関係損益 ⑦ 1,623 2,185 562 34.6 

経 常 利 益 17,896 14,760 △ 3,136 △ 17.5 16,000 

特 別 損 益 △ 98 △ 263 △ 165 － 

法 人 税 等 合 計 5,790 5,345 △ 445 △ 7.7

四 半 期 純 利 益 12,007 9,151 △ 2,856 △ 23.8 9,000 

有価証券関係損益 ③＋⑦ 5,743 4,946 △ 797 △ 13.9

与信関係費用 ④＋⑤－⑥ 1,155 0 △ 1,155 △ 100.0

当第３四半期累計期間の経常収益は、国債等債券売却益の増加によるその他業務収益の増加などによ

り、前第３四半期累計期間比 74 億 25 百万円増加して 622 億 95 百万円となりました。 

また、実質業務純益は、経費が減少しましたが、資金利益及び債券関係損益の減少などにより、前第

３四半期累計期間比 40億 98 百万円減少して 128 億 92 百万円となりました。 

経常利益は、与信関係費用が減少しましたが、実質業務純益の減少などにより、前第３四半期累計期

間比 31 億 36 百万円減少して 147 億 60 百万円となり、四半期純利益は、28 億 56 百万円減少して 91 億

51 百万円となりました。 
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２．預金等・預り資産の状況（単体） 

 

  （単位：億円） 【参 考】            （単位：億円） 

 
平成28年 
12月末 

平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

 

預 金 等 (注) 41,651 772 76  40,878 41,574 

 個  人 23,458 △ 13 414  23,472 23,044 

 法  人 16,611 775 △ 151  15,835 16,763 

 公  共 1,580 10 △ 186  1,570 1,767 

（注）預金等とは、預金及び譲渡性預金であります。 

 

 （単位：億円）【参 考】            （単位：億円） 

 
平成28年 
12月末 

平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

 

預 り 資 産 3,600 46 56  3,554 3,543 

 公 共 債 419 △ 110 △ 17  529 436 

 投 資 信 託 1,224 43 35  1,181 1,189 

 個人年金保険（注） 1,468 47 13  1,420 1,455 

 金融商品仲介 488 65 24  422 463 

（注）個人年金保険は、有効契約の保険料残高を記載しております。 

 

３．貸出金の状況（単体） 

 

（単位：億円）【参 考】      （単位：億円） 

 
平成28年 
12月末 

 
平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

貸  出  金 27,895 348 487  27,546 27,407 

 個人向け貸出金 5,352 287 64  5,065 5,288 

  うち住宅ローン 5,018 267 67  4,750 4,950 

 法人向け貸出金（注１） 19,737 68 536  19,669 19,201 

 公共向け貸出金 2,804 △ 6 △ 113  2,811 2,918 

中小企業等貸出金 （注２） 19,105 734 480  18,371 18,624 

中小企業等貸出金比率 68.49% 1.80% 0.54%  66.69% 67.95% 

信用保証協会保証付貸出金 606 △ 70 △ 8  677 615 

（注） １．法人向け貸出金には、個人事業主向け貸出金を含めております。 

２．中小企業等貸出金とは、中小企業及び個人向け貸出金であります。 

当第３四半期末の貸出金残高は、平成 27 年 12 月末比で公共向け貸出金が減少しましたが、個人向け

及び法人向け貸出金の増加により、348 億円増加して、２兆 7,895 億円となりました。 

また、当第３四半期末の中小企業等貸出金残高は、平成 27 年 12 月末比 734 億円増加して１兆 9,105

億円となりました。 

当第３四半期末の預金等残高は、平成 27 年 12 月末比で個人預金が減少しましたが、法人及び公共預

金が増加したことにより、772 億円増加して４兆 1,651 億円となりました。 

また、当第３四半期末の預り資産残高は、平成 27年 12 月末比で公共債が減少しましたが、投資信託、

個人年金保険及び金融商品仲介の増加により、46 億円増加して 3,600 億円となりました。 
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４．金融再生法開示債権の状況 (単体) 

 

 （単位：億円）【参 考】      （単位：億円） 

金融再生法開示債権 
平成28年 
12月末 

平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

 

破産更生債権及びこれらに準じる債権 67 △ 7 2 74 65 

危 険 債 権 223 △ 50 △ 9 273 232 

要 管 理 債 権 242 △ 10 △ 1 252 243 

開 示 債 権 合 計 532 △ 67 △ 7 599 539 

総 与 信 残 高 28,308 373 518 27,935 27,790 

開 示 債 権 比 率 1.88% △ 0.26% △ 0.06% 2.14% 1.94% 

  

  

252 244 243 242 

273 276 232 223 

74 63 
65 67 

599 583 
539 532 

2.14 2.09 
1.94 1.88 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

200

400

600

800

1,000

27/12末 28/3末 28/9末 28/12末

開⽰債権⽐率（％）債権残⾼（億円）

要管理債権 危険債権 破産更⽣等債権 開⽰債権⽐率

不良債権に対しては、担保及び貸倒引当金により適正かつ十分な対応を行っておりますが、より一層

の健全性の向上をはかるため、迅速な処理を進める一方、お取引先の経営改善支援にも積極的に取り組

んでおります。 

当第３四半期末の金融再生法開示債権は、平成 28 年９月末比７億円減少して 532 億円になり、総与信

残高に占める開示債権比率は、平成 28 年９月末比 0.06 ポイント低下して 1.88%となりました。 
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５．時価のある有価証券の評価差額（単体） 

 
（単位：億円） 【参 考】               （単位：億円) 

  平成 28 年 12 月末  平成 27 年 12 月末 平成 28 年９月末 

  
時価 
 

評価差額 
( )内は平成 28 年 9月末比 

 

 
時価 
 

評価差額 
 

時価 
 

評価差額 
 

     うち益 うち損    うち益 うち損   うち益 うち損 

その他有価証券 14,756 792 (  137) 970 178  15,013 906 986 79 13,153 655 849 194 

 株 式 1,525 738 (  262) 781 43  1,547 728 732 4 1,273 476 542 65 

 債 券 8,634 125 (△100) 149 24 
 
9,540 180 180 0 8,269 226 229 3 

 そ の 他 4,595 △71 ( △24) 38 110 3,925 △2 73 75 3,611 △47 77 124 

（注）１．「その他有価証券」につきましては、時価評価しておりますので、評価差額は取得価額と時価

との差額を計上しております。 

  ２．「満期保有目的の債券」の保有残高はありません。 

 

  

19,033 

16,758 16,449 

19,114 
0.270

△ 0.050 △ 0.085
0.040

△ 0.300

0.000

0.300

15,000

20,000

⻑期⾦利（％）⽇経平均株価（円）
【参考】⽇経平均株価と⻑期⾦利の推移
⽇経平均株価 ⻑期⾦利（新発10年物国債利回り）

⻑期⾦利

⽇経平均株価

当第３四半期末の「その他有価証券」の評価差額は、平成 28 年９月末比 137 億円増加して、792 億円
となりました。 

728
514 476
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６．自己資本比率（国内基準） 

 

（１） 連結自己資本比率（国内基準） 

 （単位：億円）  【参 考】 （単位：億円） 

 
平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成28年 
12月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

 

①連結自己資本比率（②／③）(注１) 9.45% △ 0.42% △ 0.09% 9.87% 9.54% 

②連結における自己資本の額 2,436 △ 112 43 2,548 2,392 

③リスク・アセットの額 (注２) 25,764 △ 48 684 25,812 25,079 

④連結総所要自己資本額  1,030 △ 1 27 1,032 1,003 

 

（２） 単体自己資本比率（国内基準） 

 （単位：億円）  【参 考】 （単位：億円） 

 
平成27年 
12月末 

平成28年 
９月末 

平成28年 
12月末 

平成27年 
12月末比 

平成28年 
９月末比 

 

①自己資本比率（②／③）  (注１) 9.09% △ 0.41% △ 0.09% 9.50% 9.18% 

②単体における自己資本の額 2,321 △ 104 40 2,426 2,281 

③リスク・アセットの額 (注２) 25,526 △ 13 685 25,539 24,841 

④単体総所要自己資本額 1,021 △ 0 27 1,021 993 

（注） １．自己資本比率は、銀行法第 14 条の２の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己

資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成 18 年金融庁告示第 19 号）

に定められた算式に基づき算出しております。なお、当行は国内基準を適用しております。 

 ２．信用リスク・アセットの算出においては標準的手法を、オペレーショナル・リスク相当額の算出

においては粗利益配分手法を採用しております。 

平成 28 年 12 月末基準の連結自己資本比率（国内基準）は、平成 28 年９月末比 0.09%低下して、9.45%

となりました。 
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